様式第１号（第５条関係）
                                         　　　　　    　 年　　月　　日

亀山市長　 様

申請者
住　所
氏　名
電話番号
※本人が署名しない場合は、記名押印してください。


移住支援金交付申請書

亀山市移住支援金交付要綱第５条の規定により、支援金の交付を申請します。

記
１　支援金の内容（該当する欄に〇を付けてください）
	単身
	世帯
	世帯の場合は、帯同して移住をした世帯員のうち18歳未満である者（配偶者を除く。）の人数
	
人



２　各種確認事項（該当する欄に〇を付けてください）
	誓約書に記載された内容について
	Ａ　誓約する
	Ｂ　誓約しない

	申請日から５年以上継続して亀山市に居住する意思について
	Ａ　意思がある
	Ｂ　意思がない


【マッチングサイトに掲載している求人による就職の場合】
	申請日から５年以上継続して就業する意思について
	Ａ　意思がある
	Ｂ　意思がない

	就業先の法人の代表者又は取締役などの経営を担う者と３親等以内の親族である
	Ａ　該当しない
	Ｂ　該当する


【プロフェッショナル人材事業又は先導的人材マッチング事業を利用しての就職の場合】
	申請日から５年以上継続して就業する意思について
	Ａ　意思がある
	Ｂ　意思がない


【テレワークを行う場合】
	亀山市への移住の意思について
	Ａ　自己の意思である
	Ｂ　所属先企業等からの命令である


【起業等をする場合】
	１年以内に三重県起業支援金交付要領に基づく三重県起業支援金の交付決定を受けている。
	Ａ　受けている
	Ｂ　受けていない


※各種確認事項のＢに該当する場合は、支援金の支給対象になりません。
【農林業に従事する場合】
	農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法」という。）第１２条第１項の認定を受けている。
	Ａ　受けている
	Ｂ　受けていない

	法第１４条の４第１項の認定を受けている。
	Ａ　受けている
	Ｂ　受けていない

	法第１２条第１項又は第１４条の４第１項の認定を受けている者に雇用され、就業している。
	Ａ　就業している
	Ｂ　就業していない

	林業事業体に林業労働者として雇用され、就業している。
	Ａ　就業している
	Ｂ　就業していない



３　転入前の住所
	住所
	〒


４　東京２３区への在勤履歴（東京２３区の在勤者に該当する場合のみ記載）
　　※住民票を移す直前の１０年間のうち、通算５年以上の在勤履歴を記載
	期間
	就業先
	就業地

	～
	
	

	～
	
	

	～
	
	

	～
	
	

	～
	
	

	～
	
	


　　※東京２３区への在勤後、移住前に東京２３区以外での在勤履歴があれば記載してください。
　　　ただし、当該在勤履歴がある場合、支援金の支給対象となりません。

５　移住後の生活状況（テレワークを行う場合にのみ記載）
	勤務先部署
	

	住所
	〒

	勤務先へ行く頻度
	週・月・年　　回程度行く　・　行くことはない



６　支援金交付申請額（※申請する金額を記入してください）
　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円

７　添付書類（※下記の書類を添付してください。提出前にチェックしてください。）
　　（１）移住等に関する要件（第５条第１項関係）
	区分
	提出書類
	チェック欄

	東京２３区に在住していた者
	誓約書（様式第２号）
	　

	
	現在の住民票の写し（世帯全員のもの）
	　

	
	住民票を移す直前１０年間のうち、通算５年以上及び直前連続１年以上東京２３区に在住していたことを証する書類（個人の申請にあっては戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等、世帯の申請にあっては移住元（転入前）において同一世帯であったことが確認できる戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等。）
	　

	
	本人確認書類（身分証明書の写し）
	　

	
	移住支援金の振込先の預金通帳又はキャッシ
	　

	
	ュカードの写し
	

	東京圏に在住し、東京２３区内に通勤していた者（法人経営者及び個人事業主を除く。）
	誓約書（様式第２号）
	　

	
	現在の住民票の写し（世帯全員のもの）
	　

	
	住民票を移す直前１０年間のうち、通算５年以上及び直前連続１年以上東京圏に在住していたことを証する書類（個人の申請にあっては戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等、世帯の申請にあっては移住元（転入前）において同一世帯であったことが確認できる戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等）
	　

	
	本人確認書類（身分証明書の写し）
	　

	
	移住支援金の振込先の預金通帳又はキャッシュカードの写し
	　

	
	住民票を移す直前１０年間のうち、通算５年以上及び直前連続１年以上東京２３区で勤務していたことを確認できる書類（移住元での在勤地、在勤期間及び雇用保険の被保険者であったことを確認できる企業等の就業証明書等）
	　

	東京圏から東京２３区へ通勤していた法人経営者又は個人事業主
	誓約書（様式第２号）
	　

	
	現在の住民票の写し（世帯全員のもの）
	　

	
	住民票を移す直前１０年間のうち、通算５年以上及び直前連続１年以上東京圏に在住していたことを証する書類（個人の申請にあっては戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等、世帯の申請にあっては移住元（転入前）において同一世帯であったことが確認できる戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等）
	　

	
	本人確認書類（身分証明書の写し）
	　

	
	移住支援金の振込先の預金通帳又はキャッシュカードの写し
	　

	
	履行事項全部証明書、開業届の写し等の移住元での在勤地、在勤期間を確認できる書類
	　

	東京圏から東京２３区内の大学等に通学し、東京２３区内の企業等へ就職していた者
	誓約書（様式第２号）
	　

	
	現在の住民票の写し（世帯全員のもの）
	　

	
	住民票を移す直前１０年間のうち、通算５年以上及び直前連続１年以上東京圏に在住していたことを証する書類（個人の申請にあっては戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等、世帯の申請にあっては移住元（転入前）において同一世帯であったことが確認できる戸籍の附票の写し、移住元の住民票の除票の写し等）
	　

	
	本人確認書類（身分証明書の写し）
	　

	
	移住支援金の振込先の預金通帳又はキャッシュカードの写し
	　

	
	卒業証明書等の在学期間や卒業校を確認できる書類
	　

	
	就業証明書（様式第３号（その１））又は開業届の写し等の移住元での在勤地及び在勤期間
	　

	
	を確認できる書類
	



　　（２）就業等に関する要件（第５条第２項関係）
	区分
	提出書類
	チェック欄

	テレワークを行う者（個人事業主以外）
	就業証明書（移住支援金の申請用）（様式第３号（その２））
	　

	テレワークを行う個人事業主
	就業証明書（移住支援金の申請用）（様式第３号（その２））
	　

	
	就業時間の証明書（様式第３号の２）
	　

	
	業務委託契約書等（申請日以降に、テレワークにより移住前の業務を継続して行うことが確認できる書類）
	　

	
	[bookmark: _GoBack]開業届の写し又は確定申告書の写し
	　

	
	申請前３月間において当該テレワーク業務の実態（収入）が確認できる書類（全部又は一部の期間を確定申告書の写しで代替可）
	　

	起業等をする者
	就業証明書（移住支援金の申請用）（様式第３号（その１））
	　

	
	起業支援金の交付決定通知書の写し
	　

	認定農業者
	就業証明書（移住支援金の申請用）（様式第３号（その１））
	　

	
	法第１２条第１項の認定を受けていることを確認できる書類の写し
	　

	認定就農者
	就業証明書（移住支援金の申請用）（様式第３号（その１））
	　

	
	法第１４条の４第１項の認定を受けていることを確認できる書類の写し
	　

	上に掲げる者以外の者
	就業証明書（移住支援金の申請用）（様式第３号（その１））
	　



　【三重県及び亀山市確認欄】※記入しないこと
	管理コード（三重県及び亀山市使用欄）
	



